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中国 2004年中央一号文件以降の中国農業 

 

 

１．概要 

 中国政府が国家の最重要課題と位置づけている「三農」問題に対して党中央、国務院が

本格的な解決支援に乗り出している。中国の国内総生産額（GDP）に占める農業生産額は

改革開放政策が緒に就いた 1980年代初頭の 30％台から 2007年の 10％台へと 3分の 1に縮

小し、2億人が出稼ぎ農民（農民工）として都市に流出するなど 7億人余と言われる農民の

生活基盤である農業・農村経済の脆弱性が露呈している。農業・農村人口も同期間内に 20％

減少しているが、農業生産額に比べると減少率が小さく、それは経済成長の恩恵を享受で

きない多くの貧困層が農村地域に滞留していることを意味する。共産党中央・国務院は農

業、農村問題の解決なくして中国の真の発展はありえないとの認識のもとに、本格的な「三

農」問題の解決支援に着手している。党中央と国務院は 2003 年以降 2008 年にかけて「中

央農村工作会議」を 6回開催し、「三農」問題の解決支援に関する重要文書（中央一号文件）

を公布し、「三農」支援の各種プロジェクトの推進とそのための財政支出を大幅に増やして

いる。その骨子は、中国農業の安定的発展と農民の所得向上を図るため、①農業・農村へ

の投入を増加させること、②農業に対する補助金を大幅に増やすこと、③合理的な範囲で

農産物の価格を維持すること、④農村の金融サービス機能を強化することなどである。「三

農」問題の解決を最重要課題と位置づけた「中央一号文件」は、2004 年以降 6 年連続して

発表されているが、そこでの基本テーマは年度毎に異なっている。2004 年度の中央一号文

件では「農民の収入増加の促進」が主要なテーマとなっており、2005 年度の中央一号文件

は「農村工作の強化と総合的な農業生産力の向上」による農村改革が主たるテーマになっ

ている。2006 年度の中央一号文件の主要テーマは「社会主義新農村建設の推進」に移行し

ており、2007 年度の中央一号文件では引き続き「現代農業の発展と社会主義新農村建設の

推進」が主要なテーマとして位置づけられている。2008年度の中央一号文件では、「農業イ

ンフラ建設の強化とともに農業発展の促進そして農民の収入増加」が主要なテーマになっ

ている。その骨子は、①農業基盤を強化するための長期的かつ効果的な仕組み作りを加速

させること、②主要農産品の基本的供給を保障すること、③農業インフラ建設を強力に推

進すること、④農業科学技術と動物医療や農業サービス、農産物流通などのサービス体系

に対するサポートを強化すること、⑤農村における教育、医療などの基本的な公共サービ

スの水準を引き上げること、⑥農村における党組織や村民自治制度などの末端組織の整

備・充実を着実に推進すること、⑦党の「三農」活動に対する指導を強化・改善するとい

うものである。 

 また 2009年 1月に公表された 2009年度の中央一号文件では、「農業の安定的発展と農民

の収入増加の促進」が主要なテーマになっている。とりわけ今回の中央一号文件では、2009

年度のマクロ経済の状況が極めて厳しい内容になるとの認識のもとに、内需拡大による中
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国経済の安定的な発展を維持することを重視し、農村・農業問題に対してこれまででは最

大規模となる財政支出を基本とした支援策を打ち出している。2008年12月に開催された「中

央農村工作会議」は、2009年度の農業・農村工作の最重要任務として次の点を挙げている。

すなわち、①農業・農村経済の安定的かつ急速な成長を維持すること、②糧食（食糧）生

産の安定化を図ること、③農民収入の増加によって農業基盤の強化を図ること、④民生を

重視することの 4項目である。 

 以上のように、各年度の中央一号文件の内容は、「三農」問題支援の進捗状況によって年

度毎に重点的に取り組むべき優先課題を変えながら現在に至っている。 

 とりわけ胡錦濤・温家宝体制のもとで、2004 年以降顕著となった重要な政策転換は、①

2000 年から試験的に実施が開始されてきた 12 項目の農業税「2600 年以上に及んだ皇糧国

税（年貢）」を 2006年度に全面廃止（現在の税制度は 1960年代半ばにスタートしたものと

言われている）したこと、②農業・農村を対象とした農業インフラ建設を含めた各種公共

事業の推進にあると思われる。これらの政策転換によって中国農業は生産者である農民の

経済的な負担が大きく軽減されることとなった。さらに中央財政は 5年間で総額 2兆 2,125

億元に達する財政支出を「三農」問題支援の各種プロジェクトに投入し、農民の経済水準

の向上と農業・食糧生産の安定化を図るための各種の改革と新制度の創設及び農村のイン

フラ整備を強力に推進している。多岐に亘る「三農」問題の解決支援プロジェクトは現在

進行段階或いは実験段階にあるものもあり、現時点でその評価をおこなうことは困難であ

るが、党中央と国務院が推進する「三農」問題支援の現在の基本的な枠組みは次の 8 項目

から構成されている。すなわち、①農業・農村基盤を強化するための優遇政策と財政支出

の増大、②主要農産物・食料の安定供給の保障、③農業生産の基盤となる水利施設などの

インフラの建設、④農業技術の開発・普及及び生産組織・流通システムなどのサービス分

野の強化、⑤医療や教育など公共サービス部門の充実・強化、⑥土地所有制度の改革を含

む農業経営制度の改革、⑦農村における基層組織の強化、⑧党の農村・農業問題に対する

指導力の強化である。このため、従来、都市及び工業部門に傾斜配分されてきた資本や技

術などを都市と工業から農村に移転させることによって、農業生産力の向上、農民の所得

水準の向上、農村地域の医療・社会保障制度の充実・強化を図り、安定した農村社会の確

立と農業生産力の向上を目指すという方向性が示されている。 

 以上の党中央、国務院の政策転換の背景には、中国のWTO加盟を含めたグローバル化の

進展によって中国経済を取り巻く経済環境が大きく変化する中で、とりわけ経済発展から

取り残された農業・農村・農民が最も強くその影響を受けていることが挙げられる。WTO

加盟によって、中国農業は否応なしに国際市場にビルトインされることになり、そこで生

産された農産物や食糧も必然的に国際競争に晒されることとなった。農民の農業収益が低

下する中で都市と農村との経済格差が一層拡大し、農村における社会不安が増大した。閉

塞状況に陥っている農業・農村問題をこのまま放置すれば中国の社会体制そのものが崩壊

しかねないことにもなりかねず、斯くして党中央と国務院は都市と農村の一体化、都市と
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農村の均衡ある発展（調和社会の実現）を図るために、「三農」問題の解決支援を政策の最

重要課題とするに至ったのである。また、今回公表された 2009年度の中央一号文件は、世

界的な金融危機の影響を重く受け止めた内容となっており、食糧安全保障の強化、農民の

経済力向上、雇用の確保、インフラ整備などによる農業基盤の強化、農村の教育・医療・

社会保障、農村の道路・水道・電気・ガス・住居などの民生の改善をこれまで以上に強力

に推進していくことが明示されている。世界的な金融危機の影響を受けて中国経済の減速

傾向が強まる中で、急速な輸出の減退による企業倒産の増加や多くの農民工が職を失い、

農産品の販路が縮小しつつあることなどに対する党中央と国務院の強い危機感がその背景

にあるものと思われる。 

 

２．2004年以降の農業政策の変遷 

 表 1は 2007年度の中国の人口と人口構成を示したものである。郷村以外のすべての農村

を含めた中国の農村人口は優に 7 億人を越えており、そのうちの 2 億人は過剰労働力だと

いわれている。しかも「一人っ子政策」を基本とした人口政策の結果、15－59 才未満にお

よそ 7割弱の人口が集中する歪な構造になっている。生産額、就業人口、農村の消費規模、

税収、輸出入などの指標について改革開放政策が緒に就いた 1983 年以降 2006 年までの中

国農村経済の国民経済の中での位置関係とその変化を見たのが次の表 2 である。農業生産

額の国内生産額（GDP）に占める割合は 1983 年の 33.9％から 2006 年の 11.8％へとほぼ 3

分の 1に縮小している。一方、農業就業者の社会就業人口に占める割合も 1983年のおよそ

7 割（67.1％）から 4 割強（42.6％）へと大きく縮小したが、農業生産額の減少に比べると

表１　2007年の人口及びその構成

年末数
(万人)

比率
(％)

全国総人口 132,129 100.0

内訳： 都市、県 59,379 44.9

郷村 72,750 55.1

内訳： 男性 68,048 51.5

女性 64,081 48.5

内訳： 0-14歳 25,660 19.4

15-59歳 91,129 69.0

60歳以上 15,340 11.6

65歳以上 10,636 8.1

資料：中国統計年鑑より作成。
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未だに多くの労働人口が農村に滞留し、それが農業・農村・農民問題いわゆる「三農」問

題の最大の原因になっているといってよい。一方、農村の非農業人口の割合も 1983 年の

6.5％から 2005年の 26.9％へと大きく高まっており、改革開放以降、郷鎮企業や私営企業と

呼ばれる農村の食品加工、農産加工、建設業、サービス業などに従事する人たちが着実に

増えていることが窺われる。 

 農村人口の相対的縮小に伴って農村で消費される小売金額の全社会消費金額に占める割

合も徐々に低下する傾向にある。1983 年にはおよそ全社会消費の 5 割を占めた農村小売消

費も現在では 3 割程度に縮小してきている。また農業からの各種税収が財政収入に占める

割合は 1983年時点でも 4.2％とそれほど大きなものではなかったが、2006年は僅か 1.0％に

まで縮小してきている。一方、農業・農村に対する政府の財政支出は 1983年には 26％と財

政支出の 4分の 1を占めていたが、1985年以降は減少傾向をたどっており、現在では 6～7％

の水準にとどまっている。さらに農産品輸入額が総輸入額に占める割合と農産品輸出額が

総輸出に占める割合を見ると、双方とも 1980年代初頭の 20％台から 2006年の 3～4％へと

表２　農村経済の国民経済における地位

年度

農業増産額の
国内生産総額
に占める割合
(％)

農業就業人口
の総就業人口
に占める割合
(％)

農村の非農産
業労働人口の
総就業人口に
占める割合
(％)

農村消費の全
小売消費金額
の社会消費に
占める割合
(％)

農業税収の財
政収入に占める

割合
(％)

農業支出の財
政支出に占める

割合
（％）

農産品輸入額
の総輸入額に
占める割合
（％）

農産品輸出額
の総輸出額に
占める割合
（％）

1983 33.9 67.1 6.5 51.4 4.2 26.6 22.3

1984 33.1 64.2 8.7 52.5 3.7 18.5 22.6

1985 29.8 62.4 13.8 53.0 2.1 8.3 12.1 24.5

1986 28.5 41.5 10.2 52.1 2.1 7.9 12.0 24.5

1987 28.3 60.0 15.8 51.7 2.4 8.0 14.8 22.0

1988 27.2 59.5 16.3 50.8 3.1 7.9 16.8 22.0

1989 26.4 60.1 15.7 50.0 3.1 9.4 17.1 20.5

1990 28.4 60.2 15.7 48.5 3.0 10.0 16.1 17.2

1991 26.2 60.0 15.6 47.0 2.9 10.3 13.7 15.8

1992 23.6 58.6 16.8 45.5 3.4 10.1 12.0 14.5

1993 21.5 56.0 18.5 44.6 2.9 9.5 8.1 13.7

1994 21.6 53.3 19.5 43.9 4.4 9.2 10.8 12.9

1995 20.8 52.2 18.4 43.2 4.5 8.4 9.3 9.4

1996 20.4 50.5 18.9 43.2 5.0 8.8 7.1 8.4

1997 18.3 49.9 19.4 43.4 4.6 8.3 7.0 8.2

1998 18.0 49.8 19.7 38.9 4.0 10.7 7.0 7.5

1999 17.6 50.1 19.8 38.7 3.7 8.2 5.0 6.9

2000 16.4 50.0 21.3 38.2 3.5 7.8 5.0 6.3

2001 15.8 50.0 21.6 37.4 2.9 7.7 4.9 6.0

2002 15.3 50.0 22.4 36.7 3.8 7.2 4.2 5.6

2003 14.6 49.1 23.8 35.0 4.0 7.1 4.6 4.9

2004 15.2 46.9 25.4 34.1 3.4 7.5 5.0 3.9

2005 12.5 44.7 26.9 32.8 3.0 7.2 4.3 3.6

2006 11.8 42.6 32.5 1.0 6.5 4.0 3.2

注：2007年の年末全国総人口は13億2,129万人、前年の年末より681万人増加。全年度出生人口は1,594万人、出生率は12.10％、

　　死亡人口は913万人、死亡率は6.93％、自然増加率は5.17％、出生人口の性別比は120.22である。
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その割合を大きく低下させている。 

 以上のように、中国の農村経済は生産額、就業人口、消費金額、税収、財政支出、輸出

入のいずれにおいてもその割合を大きく低下させており、農村地域に居住している人口規

模の大きさに比べて、農村は徐々にその経済規模の縮小（豊かさを増す都市との経済格差

の拡大）を余儀なくされてきたといえよう。言い換えると、農業・農村・農民の経済基盤

の衰退化が中国における「三農」問題を先鋭化させる誘因になったといえよう。 

 従来、中国には特定の農業政策が存在しなかったと言われている。1990 年代末に食糧流

通の自由化が実施されるなど社会主義市場経済体制確立に向けたいくつかの動きがあった

ものの、「三農」問題が中国の社会経済の最重要課題と位置づけられ、本格的な農業支援政

策が開始されたのは 2002年に発足した胡錦濤・温家宝体制による政策転換が明確になった

2004年以降のことである。しかし、これより遡った 1982年 1月開催の「全国農村工作会議

記録」によれば、同工作会議において初めて「三農」問題が議論されたことが記されてお

り、1982 年から 1986 年にかけて開催された「全国農村工作会議」の議論が公表された「5

つの中央一号文件」のうち、1982 年に開催された全国農村工作会議の文書が農業問題を取

り上げた最初の「中央一号文件」と言われている。それ以降、党中央と国務院は「三農」

問題への対応を議論した「中央一号文件」を毎年発表し、この中央一号文件が中国の農業・

農村政策を推進する重要な指針となって現在に至っている。以上のように、三農問題支援

が本格的に始動するのは 2004年以降であるが、2003年の 16期 3中全会で採択された農村

改革に関わる 4 つの施策である①農村土地制度改革、②農業支援システムの改革、③農村

税費改革、④農村余剰労働力の改善のうち、②の農業支援システムの改革（間接支援から

直接支援への転換）及び③の税費改革（農業特産税の廃止）は、2004 年以降の農業政策の

端緒になるものであったと言われている。 

 ここで、2004年以降の中央一号文件の主要な内容を整理しておきたい 

 

（１）2004年（題名：農民収入増加を促進することに関する若干の政策的意見） 

 2004年の中央一号文件の主たるテーマは農民収入の増加である。2004年の一号文件では

1986 年以降、党中央・国務院での議論が途絶えていた農業・農村・農民問題いわゆる三農

問題を胡錦濤・温家宝政権が重要視し、その解決支援に本格的に着手することになった中

央農村工作会議の議論の内容を公表した文書という点で重要な意味をもつものである。党

中央、国務院は農業・農村の発展を強力に支援するため、「工業は農業を支援し、都市は農

村を支援する」という党中央の指導理念のもとに、都市に対する農村の社会的な発展と経

済的な発展を図るため、都市と農村の一体的な発展（調和社会の実現）を目指した新たな

政策を提示した。その背景には、1999 年以降の食糧自由化政策による実質的な食糧価格の

低下に伴う農民の生産意欲の低下による食糧生産量の減少と農家収入の低迷による都市と

農村の収入格差の拡大がある。党中央、国務院は農民の食糧生産意欲の回復と食糧生産量

の増大を図るため、農民の収入増加を目的とした農業・農村政策の転換に踏み切ったので
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ある。それに伴う重要な政策的措置が、「2減免 3補助」による農業税の段階的廃止と農業、

農村への補助金の支出とその増額である。2006年の農業税の全面廃止に向けて 12項目の税

の廃止を進める一方、農業生産への補助金としては①農村の基層組織への補助、②農村の

生態系維持に対する補助、農業生産への直接補助が支給されることとなった。③の農業生

産への直接補助には、(a)糧食（穀物）生産への補助、(b)油料作物生産への補助、(c)繁殖豚

への補助、(d)優良乳牛への補助、(e)優良品種への補助、(f)農機具など農業生産資材への補

助、(g)農業保険への補助などの 8つの補助がある。2004年の中央一号文件は、各種施策を

通じた農民収入の増加による都市と農村の経済格差の是正をその基本テーマとするもので

あり、農業税の減免措置と補助金の支給によって農民の収入向上を図ることにその主たる

狙いが置かれている。 

 

（２）2005 年（題名：農村工作をさらに強化し、農業の総合生産力を高めることに関する若

干の政策的意見） 

 2005年の中央農村工作会議では、2004年以降「中央一号文件」に基づいて推進されてい

る農業・農村支援策を変更せず引き続き堅持し、さらに強化していくことが確認されてい

る。その内容は農民の利益を保証し、政府が実施するさまざまな農業支援策に対してその

資金的な裏づけ（財政支出）をおこなうというものである。2005 年「中央一号文件」で確

認された点は、①農業税減免の程度をさらに拡大し、国家貧困扶助と開発重点県に対して

重点的に減免を実施する。②農民に対する補助金の規模を拡大し食糧を生産する耕作農民

への直接補助を実施し、これに該当する地域に対しては補助金のレベルアップを図る。さ

らに良質な品種や農機具の購入に対する補助金を大幅に増額する。③農業インフラの建設、

整備や農業技術革新への支援を強化し、小規模の耕地（田畑）の水利施設の整備に対する

補助基金を設立する。④主要な食料生産県及び財政が困難な状況にある県に対して財政支

出を実施する。⑤貧困層扶助と農村の社会事業への投資を拡大し、農村の教育と新型の農

村合作医療制度（中央政府、地方政府、農民がそれぞれ一定割合で医療費を負担する制度）

への財政支出を大幅に増額するという 5項目である。 

 

（３）2006年（題名：社会主義新農村建設を推進することに関する若干の意見） 

 2006 年中央一号文件では、中央財政による新農村建設への資金投入という政策目標が提

起され、その具体的施策として①農民の所得を向上させ、農民の福利厚生を充実させる、

②農業構造を改善し、生産販売制度の健全化を図る、③新農村の建設を強力に推進し、自

然生態系の保護を促進するという 3 項目の政策目標が決定され、それを支援するための補

助金政策の実施速度を加速させるとともに、食料を生産している農民に対して燃料油の価

格高騰問題、化学肥料、農薬などの生産資材の直接補助として 125 億元を支出し、2007 年

6月までに農民に支給する措置を講じるようにする。また、党中央、国務院は農村の義務教

育経費への支出を増やし、西部地区の農村に対しては小中学生の教科書や諸費用の免除や



 8

校舎建設費用などに中央政府が 200 億元以上、地方政府が 38 億元を支出すると通達した。

さらに農村の新型合作医療制度に対しておよそ 50億元が支出されるとともに、農村の総合

的な生産力向上を支援するための農村の経済基盤となるインフラ建設に 300 億元余が、農

用地の灌漑設備の建設や水土保持に 105億元を投じることが示されている。 

 

（４）2007 年（題名：現代農業を積極的に発展させ、社会主義新農村建設を着実に推進する

ことに関する若干の意見） 

 2007 年中央一号文件では、現代農業発展の重点課題を新農村建設と位置づけ、新農村建

設の主要目標を明らかにしている。2007 年中央一号文件には、現代の物質的条件を用いて

農業を整備し、現代の科学技術を用いて農業を改造し、現代の産業体系を用いて農業をグ

レードアップし、現代の経営方式を利用して農業経営を推進し、現代の発展理念を用いて

農業をリードし、新型農民を育成して農業を発展させ、農業の水利化や機械化、情報化の

レベルアップを図り、土地の生産力や資源の利用効率、農業の労働生産性と農業の質や経

済効率、競争力を向上させなければならないことが明記されている。 

 2007 年度の中央一号文件は以下の 8 つの部分に分かれている。すなわち、①「三農」問

題への財政支出を強化し、現代農業建設を促進するための財政的基盤を保障する。②農業

インフラの建設を促進し、農業の社会資本・設備のレベル向上。③農業科学技術の刷新を

推進し、科学技術による現代農業建設の裏づけをおこなう。④農業の多角的機能を開発し、

現代農業の健全な産業体系を確立する。⑤農村市場システムを健全化し、現代農業のニー

ズに適応した物流産業を発展させる。⑥新型農民を育成し、現代農業建設のための人材チ

ームを組織する。⑦農村の総合改革を推進し、現代農業発展に必要な推進体制を構築する。

⑧共産党の農村対策に対する指導を強化し、現代農業建設の実効性を確保する。これらの

政策目標を達成するために、中央政府は良種（優良品種）に対して 55.7 億元、農機具購入

に 12億元支出した。さらに中央政府は農村の最低生活保障制度を全国規模で確立するため

に 30億元を支出した。すでに制度が確立された地域にはその完全実施を奨励し、未だ制度

が確立していない地域に対しては制度の確立を支援した。さらに農業技術向上のために 5

億元、土壌調査と肥料配合試験に 9億元、農業産業化及び農産加工業の発展促進に 3億元、

農業の総合的発展のために 115億元、農村労働力の就業機会拡大のための研修や教育訓練及

び新型農民の科学技術技能養成の支援に 11億元が準備された。また貧困者扶助のために 144

億元が用意された。さらに農村にテレビを普及させるため、電気工事への補助を含めて第

10 期全国人民代表大会常務委員会第 19 回会議で、「農業税条例廃止に関する決定」が採択

された。 

 

（５）2008 年（題名：農業インフラ整備の強化による農業発展と農民の増収促進に関する若

干の意見） 

 2008 年中央一号文件の主要なテーマは「農業インフラの建設」を強化することによって
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農業の発展と農民の収入増加をより一層推進することであった。その具体的内容は、①中

央政府による農業への財政支援の投入、②農村インフラ建設への財政支出、③政府の土地

譲渡金の農村支援資金の増額、いわゆる「三顕著」と①土地占用税の使用及び都市保護建

設費の使用方向の調整、②貧困地域への財政支出の調整、③生態系保護のための建設プロ

ジェクトへの財政支出配分割合の調整の「三調整」の実施である。重点投資される 4 つの

分野の第 1 は、農業インフラ設備の建設であり、第 2 は、農業技術と流通加工分野に対す

るサービス強化とそのための農家経営に対する補助金の支給。第 3は、農村の水道、電気、

ガス、道路など農業生産や農民生活に関係するインフラの建設。第 4 は、農村における義

務教育や農村医療制度などの農村への公共サービスの強化及び農村における最低生活保障

制度の推進であった。このため、農業への財政支出の増加額が経常的な財政収入の増加額

を上回ることと国家のインフラ建設と社会事業発展の重点を農村に向けることを堅持する

ことが謳われた。以上のように、中央政府は国家の財政支出を重点的に「三農」問題プロ

ジェクトなどの農業・農村支援に支出し、農業の総合生産力の向上や農民生活のレベルア

ップを強力に推進するという強い決意が示されている。 

 

（６）2009年（題名：農業の安定的発展の促進および農民の増収持続に関する若干の意見） 

 さらに 2009年 1月に発表された 2009年中央一号文件では、「安定的な農業発展と農民の

収入増加を促進するための若干意見」として、2008年の農業農村が順調に発展し、食糧（穀

物）の生産量が史上最高に達し、農民の収入が大幅に増加しつつあること、党（員）と農

民の関係が改善されつつあることを踏まえつつ、世界的な金融危機の影響によって経済状

況の悪化が予想される 2009年の農業・農村問題に対する具体的な対応方向が示されている。

2009 年中央一号文件の重要なポイントは、①金融システム改革の管理を県・市から省の直

接管理に移行する、②土地経営権（賃借を含む）の流通市場の設立、③地域性の強い中小

規模の金融機関（銀行）の発展を加速し、資金融資を増加させること、④油糧作物などの

経済作物の発展を図る、⑤農業補助金を大幅に増額し、食糧（穀物）の最低購入価格を引

き上げる、⑥都市と農村のインフラ建設に農民工を積極的に雇用する、ことなどである。 

 

３．農業・農村・農民に対する保護政策の現状 

（１）十六大（第 16 回中国共産党全国代表大会、2002年 11 月）以来、党中央と国務院は

「三農」問題を重視し、十七大（第 17回中国共産党全国代表大会、2007年 10月」では農

村問題を中国の最重要課題と位置づけ、農民の経済力（所得水準）の向上と農業・食料生

産の安定化を図るという基本方針が採択された。その背景には、中国の持続的な経済発展

にとって内需拡大が不可欠であり、そのためには農村に居住する 7 億人余の農民の経済力

の底上げが不可欠の課題であること、さらに近年の国際食料市場における食料需給の逼迫

に伴う食料危機の進展によって食料の安定確保が中国の最重要課題であるという党中央及

び国務院の強い危機意識が働いたものと思われる。 
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（２）国家発展・改革委員会は、2008年 10月 20日、農民の食料増産・増収を確保し、食料

及び農業生産の安定拡大ための「強農・恵農政策」を推進するために次のような措置を講

じることを明らかにした。 

 ①全力で政府による主要農産品の買い付けを実施する。現在、東北地区ではうるち米を

500グラム当たり 0.92元、トウモロコシは同 0.75元で国家による買い付けを実施している。

中央政府の備蓄大豆は同 1.85 元の公示価格で購入している。東北地方の穀物を中国南部に

移送する「北糧南運」に対する輸送費の補助金を給付し、買い付け企業が東北地方に積極

的に買い付けに行くことを奨励している。南部の主要水稲作付地域でも政府が米備蓄のた

めに中生品種の稲を同 0.94 元で購入しており、アブラナの産地では、中央の備蓄を補充す

るため、同 2.20 元で政府が直接アブラナの購入を実施している。また新彊ウイグル自治区

では綿花を 1トン 12,600元で購入している。 

 ②2009年産の穀物価格を引き上げる。白小麦の購入価格を同 0.87元、赤小麦を同 0.83元、

混合小麦を同 0.83 元に引き上げる。対前年比でそれぞれ 13％、15.3％、15.3％の上昇とな

る。さらに籾（米）の最低購入価格水準も大幅に引き上げる。 

 ③食糧生産農家への補助金を大幅に増額する。化学肥料などの農業生産資材価格と食料

価格の変動を統一的に勘案して農業生産資材への直接補助を増額する。さらに良質種子補

助金の対象となる範囲を小麦、水稲、トウモロコシ、東北大豆に拡大し、補助金の標準額

を引き上げる。 

 ④化学肥料の備蓄規模を拡大し、農閑期における化学肥料の需給調整と価格安定を図る。

化学肥料市場の監督を強化し、粗悪品の生産販売行為の取り締まりを強化する。 

 ⑤養豚業と酪農業の健全な発展を促進する。国務院は繁殖雌豚補助金や豚飼育重点県の

奨励補助機、保険などの政策を実施し豚生産の周期変動に対応する。酪農業の粛正と振興

のために品質管理と制度の確立を推進し、農家への補助金を強化して酪農業発展を図る。 

 ⑥農業への投資を大幅に増加し、水利施設の整備、農村におけるエネルギーや飲料水の

確保、動植物防疫や農産物の品質・安全性強化のための農業インフラの整備・建設を強化

することによって、食糧の生産能力を 5,000万トン増加させるプロジェクトを開始し、優良

品質食料産業プロジェクトと大型商品食料生産基地の建設を加速させる。東北大豆、長江

流域のアブラナ、新彊の良質綿生産の生産基地の建設を加速させ、生体豚と乳牛の標準化、

大規模飼育団地の建設を強化する。 

 

（３）現在、政府が農民に対して実施している保護政策としては、上記の農産物の国家買い

入れ、主要食糧・農産物に対する価格支持のほか、優良品種に対する補助、肥料、農薬な

どの農業資材に対する補助、農業機械の購入補助などの農民への直接補助といった食糧関

連補助のほかに、農業・農民に対する間接的な保護対策として農村のインフラ整備など農

業生産支持や農村の社会福祉に対して多額の予算措置が講じられている。直近の保護政策

としては、2008年 2月 8日に国家発展改革委員会によって改訂が通知され、同 10月に改訂
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された食糧最低買入価格の引き上げがある。この改訂によって、米（インディカ米、中・

晩稲は 2007年以前（2008年に入って 3回に亘って改訂が実施されたが、ここでは 2007年

以前と 2008年 10月の改訂価格だけを記載しておく）のキロあたり 1.44元に対して 1.88元

に引き上げられ、ジャポニカ米は同 1.5元から 1.84元に、白小麦は同 1.44元から 1.74元に、

紅小麦は同 1.38元から 1.66元に、混合麦は同 1.38元から 1.66元に引き上げられた。さら

に、2008年 10月の価格改訂によってトウモロコシがキロあたり 1.50 元に、大豆が同 3.70

元に、ナタネが同 4.40 元に改訂された。この結果、2008 年 10 月の米及び小麦のキロあた

り買入価格は同年 3月に比べて 12％から 19％の大幅な上昇となった。表 3は一連の農業保

護政策に投じられた 2008 年度の農業関係支出の内容を概括的に示したものである。2007

年度は中央財政総予算額2兆6,871億元のうち、三農支援事業に3,917億元（総予算の14.6％、

対前年比）が支出されており、2008 年度は中央財政総支出額 3兆 2,052 億元の 17.5％にあ

たる 5,625 億元が三農関連事業に支出されている。2007 年度の三農関連支出では優良品種

補助に 55.7億元、農機具購入補助に 12億元、農村最低生活保障補助に 30億元、農業技術

普及に 5 億元、測度施肥試験地補助に 9億元、農業産業化・加工補助に 3億元、農業総合

開発に 115億元が支出される一方、就業移転・農民研修に 11億元、貧困者扶助に 144億元

が支出されるなど農民の雇用や非農業部門への転業支援や生活保障に配慮した予算措置が

講じられている。さらに、2008 年度の農業関連予算では、三農関係支出として、優良品種

補助に 70.7億元、農業資材補助に 482億元、農業機械補助に 40億元、インフラ整備などの

農業生産支持に 3,044.5 億元、農村の文化事業や衛生事業などの農村社会事業に 1,245.2 億

元が支出されているが、食糧関係補助の中では農業資材への補助が大きく膨らんでおり、

食糧増産、食糧生産力向上に向けて農業資材投入の重要性を強く認識したものになってい

表３　中国の農業関係予算(2008)

（単位：億元）

予算額 備考

中央財政支出額 13,205.2 前年比15.4％増

三農関係支出合計 5,625.0 前年比30.3％増

農民補助支出 1,335.9 前年比23.4％増

食糧補助 151.0

優良品種補助 70.7

農業資材補助 482.0 前年比75％増

農業機械補助 40.0

農業生産支持支出 3,044.5

食糧補助農村基礎施設建設 1,022.8

農村社会事業 1,245.2

農村教育・文化・衛生 1,073.2

資料：中国新華社（人民網）による。

農業土木事業、自治体の事務費・
人件費を含む。17％増

農村地域での社会福祉関係含む。
96.5％増

項目
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る。他方、水利施設や農村の道路整備などの農業土木事業およびこれらの事業に関わる地

方政府の事務費や人件費の負担増を中央政府が肩代わりする予算措置がとられており、

3,044億元という多額の費用がこれらの支出にあてられているのが特徴的である。また都市

に比べて大きく立ち後れている農村の教育問題や文化、医療・衛生問題の解決支援として

1,245億元が投入されるなど、党中央および国務院が都市と農村との調和のとれた社会の実

現に向けて積極的な対策を講じていることが窺われる。 

 以上のように、2004年以降の農業保護政策の内容は 1999年以降の一連の食糧自由化政策

（保護価格制度の縮小及び廃止、流通自由化）による食糧価格の低迷によって減収を余儀

なくされてきた農民の収入増大と農民の食糧生産意欲の向上による食糧生産力の維持・向

上を基本的な目標に据えながら、農村の自然生態系の維持保全やインフラの建設・整備、

農民の生活改善に至るまで広範囲に及んでおり、農村と都市の経済力格差是正と調和社会

の実現を至上命題とする胡錦濤・温家宝体制の農業・農村重視の強い姿勢を反映した政策

内容になっているといえよう。 

 

４．農業・農村・農民に対する財政支出の推移 

 党中央、国務院は三農問題の解決支援を国家の最重要課題と位置づけ、そのための予算

措置と財政支出を過去 5 年間にわたって堅持している。三農問題への財政支出は年々増額

され、農民の経済力や農村の福利厚生が大きく改善されつつあると言われており、財政支

出は「三農」問題解決支援の有効な手段と位置づけられている。以下では「三農」問題に

対する中央政府の過去 5 年間の財政支出の経緯と財政支出の内容について検討し、中央財

政の「三農」問題に対する財政支出の内容についてその概要を紹介しておくことにしたい。 

 2003年度、中央政府は長年に亘って農民から徴収してきた農業税（条例）の軽減を決定 

し、その試験的実施範囲を 20省からすべての省市に拡大した。これによって農民の税負担

が平均 30％以上軽減され、北京、福建、広東など 10数の省市では農業特産税が全面的に廃

止された。農業税とは一種の付加税（地方税）に相当するものであり、その実態は県及び

郷鎮政府の財政を賄うための付加税（地方税）であった。農民はこの付加税の他に学校建

設費、道路建設費、公共事業費などを別途徴収されてきた。中央政府は農業税の軽減とと

もに、農業技術の進歩、農産品品質安全体系の確立、農業総合開発、貧困層の扶助などに

対して 440 億元の資金を投入し、さらに新規に増額された教育、衛生、文化等への財政支

出 67億元の大部分が農村に向けて配分された。 

 2004年度、中央財政は 156.04億元の農業支援のための資金を追加支出するとともに、「2

減免 3補助」政策を実施し 313.2億元の追加の補助金を計上した。さらに農業への支出を目

的とした国債プロジェクトの資金を増額し、新たに 380 億元を予算計上するなど総計

2,626.22億元の財政支出を実施した。 

 2005年度の中央財政による「三農」問題への財政支出は 2,975.32億元に達し、2004年に

比べて 349億元増加、率にして 13.3％増大した。 
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 さらに 2006年度には、中央財政は「三農」対策の各種プロジェクトに対して前年度より

も 422億元（14.2%増）上積みした総計 3,517.22億元（ただしこの金額の中には石油特別収

益金で充当された穀物生産農家向けの総合直接補助金 120 億元は含まれない）の財政資金

を支出した。 

 2007 年度の中央財政の「三農」支援プロジェクトへの総支出額は 4,318.32 億元に達し、

対前年比 23％増となった。2008 年の中央政府の予算計画には、「三農」支援プロジェクト

に 5,625.00億元が計上されており、2007年度に比べて 30.3％の大幅な増額となっている（図

1参照）。さらに 2009年度は「三農」支援に 8,000億元が投入される予定であり、これが実

現すれば「三農」支援に中央財政からの財政支出が実施されるようになって以降、最大規

模の支出金額となる。 

 以上のように、中央政府は過去 5年間（2008年度を含む）に総計 2兆 1,206.24億元の財

政支出を実施し、「三農」問題の解決支援に取り組んでいる。財政支出による主な三農問題

プロジェクトの内容を挙げてみると、2005年度から 2006年度にかけて全国農村に最低生活

保障制度が創設された。2004年まで中国の農村には医療や年金の制度が存在しなかった。 

 その財政支出の具体的内容を見てみると、2004 年以降、それぞれの地域毎の経済状況に

応じて一定の生活費（都市と農村とでは支給額が異なり、各地域の実情に応じた金額が支

給される）が支給されるようになった。2007 年には従来からの農村医療制度の改革が実施

され、新たに「新農村合作医療制度」が導入された。従来の医療制度の下では、中央政府

が 20元、地方政府が 20元、農民の自己負担が 10元の割合で医療費の負担が行われていた

が、新制度では中央政府が 40元、地方政府が 40元、農民負担額が 20元となり、政府の負

資料：中国国務院「三農」一号文件より作成。

図１　三農問題に対する中央財政からの支出状況（2002-2008）
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担額が引き上げられ、医療費負担の大部分を中央政府と地方政府が保証する仕組みに改訂

されている。さらに中央政府は農村の公共事業として「郷村道路建設」に着手し、交通部

が中心となって整備の遅れた農村部（郷鎮）の道路整備が推進されている。その内容は全

国の農村部の道路 130万キロメートルを 3.0メートルから 4.5メートル幅のコンクリート舗

装の道路に整備しようとする計画であり、現在進行中である。また中央政府は「農民工」

と呼ばれる農村の出稼ぎ労働者問題に対しても支援に乗り出している。2007 年、政府は農

村から都市に出稼ぎに来ている「農民工」の子女に対して正規教育が受けられる措置を講

じることや「農民工」に対して、従来、「農民工」の居住（戸籍登録のある）する各省が負

担してきた社会保障費を中央政府が負担し、出稼ぎ先（都市）でも給付が受けられるよう

に社会保障制度を改訂した。 

 中央政府の三農問題に対する基本理念は「多予少取投入実（多く与えて少なく取り、農

村への投資を充実させる）」にあり、農業税、牧畜業税、特産税を軽減または廃止すること

によって、農民の税負担を毎年 1,335億元削減する措置を講じた。さらに農業補助金制度を

創設し、農民に対する食料の直接補助、良質な種子に対する補助金、農機具購入に対する

補助金、農業生産財に対する総合補助金の支出を実施するとともに、食糧生産重点県や財

政困難に陥っている県や郷に対して奨励補助金の支出を実施している。農村の子女の義務

教育については「普九（9 年生義務教育の普及）」を推進することとし、そのために 150 億

元を中央財政から支出している。 

 国務院の作業報告によると、中央財政の具体的な目標として、①耕地占用税の使途を見

直し、都市建設維持税の使用方法を改革し、農村建設への投入を増やすこと、②全国農村

において新型農村共同医療制度を推進し、1人あたりの標準基金年間 50元を 2年以内に 100

元に引き上げ、このうち中央及び地方財政による農民への補助標準額を 40 元から 80 元に

引き上げ、三段階医療衛生サービスのネットワークを整備すること、③中央財政は 832 億

元を衛生事業の改革・発展に支出し、その重点を農村部に振り向けること、④多様な手段

によって農民の収入向上を図り、農民工に十分な給与が期限内に支払われるよう保障し、

貧困者への扶助基準を引き上げることを明示している。 

 さらに、2004 年以降毎年発表されている「中央一号文件」の重点課題が、当初の「農民

の収入増加の促進」から「社会主義新農村の建設」に、そして「農業インフラ建設の強化」

へと大きく変化するとともに、①財政の農業支援支出の増額、②農村に対する国家の固定

資産投資の増額、③農村建設に充てられる政府の土地売却収入の 3 つの財政支出がいずれ

も前年度を上回って増加していることを明らかにしている。 

 

５．結びにかえて 

 以上のように、胡錦濤・温家宝体制のもとで、党中央・国務院は農業・農村問題を国家

の最重要課題と位置づけ、水利施設などの農業基盤整備、食糧・農産物に対する価格支持、

農民に対する所得保障、年金や医療保障制度の整備とその普及・拡大、電気、水道、衛生
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条件など農村・農民の生活改善のための社会基盤の整備、農村道路の舗装を含む総合的な

農業・農村支援プロジェクトに巨額の財政資金を投入し、農民の経済力の向上と食糧供給

の安定確保にむけたさまざまな施策を講じて農業・農村改革を推進している。 

 さらに政府（国家発展・改革委員会）は、2008年 11月、国家食糧安全保障中長期計画要

綱（2008～2020 年）を公表し、農業基盤の強化および農民に対する優遇政策の一層の推進

による食糧安全保障体制の整備・確立に取り組む姿勢を鮮明にしている。そこでは食糧生

産能力の整備、食糧以外の食物の開発と利用、食糧流通・加工分野の整備とともに、今後

取り組むべき重点課題として、①耕地資源の保護・土地の整理と開墾、②水資源の開発利

用、③農業・食糧生産への科学技術の振興などの 10 項目が挙げられている。2008 年 11月

の農民日報は、農村改革の 5 つの要点として、①土地問題：農民の土地権利の保障、②農

村金融：農村金融の規制緩和、③農村のインフラ整備：都市と農村の基本的な公共サービ

スの均等化、農業生産基盤、教育、医療、最低生活保障、農民年金制度の整備、④出稼ぎ

農民の待遇改善、⑤農村の民主化の推進をあげており、中国の社会経済の安定と発展にと

って、農業の地位の向上と強化、農民の権利の保障、農村の改革、都市と農村の均衡ある

発展（調和社会の実現）、共産党による農村への指導・管理の強化がきわめて重要なテーマ

になっていることが窺われる。とはいえ、都市と農村との経済格差の拡大、食料生産基盤

となる耕地の大幅な減少や荒廃、出稼ぎ農民の増加による農村の空洞化問題は容易には解

決や修復が困難な大きな問題であり、胡錦濤・温家宝体制のもとでの農業・農村・農民問

題に対する政策転換が疲弊した農業・農村の再生と発展を成し遂げるまでにはかなりの時

間を要するものと思われる。しかしながら、共産党中央及び国務院が三農問題を重視する

姿勢を鮮明にし、その解決支援に必要な具体的政策を打ち出し、その裏付けとなる財政資

金を継続して投入し、その支出金額が年々増額されつつあることは党中央、国務院の三農

支援に対する並々ならぬ決意を現したものとして注目される。しかしその一方で、農業構

造政策、生産政策、流通政策、食糧安全保障政策、価格政策、所得政策、雇用政策、福祉

政策などの諸政策が網羅的にパッケージ化された中国の三農支援政策の推進は、巨額の財

政負担を必要としており、世界的な景気後退の中で経済成長の減速傾向が強まっている中

国経済にとって大きな経済的負担となって農業政策の部分的な見直しを迫られる可能性も

まったくないとは言い切れない。いずれにしても、幾多の困難な課題を抱えながらも中国

共産党・国務院が 7 億人余の農村住民の経済的底上げと食料供給力の確保を図るために諸

政策と財政支出を総動員する形で農業・農村改革に本気で取り組みはじめたことは多くの

専門家に共通した認識である。2004 年の中央一号文件以降本格的に始動し始めた三農支援

政策の成果と評価は今後に残された課題である。 
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